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2021年８月２日
株式会社ティーガイア

2022年３月期 第１四半期

決算説明資料
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資料中の業績見通し数値は、現時点において入手可能な情報から得られた
判断･予想に基づくものですが、リスクや不確実性を含んでいる情報から
得られた多くの仮定及び考えに基づきなされたものであります。

実際の業績は、さまざまな要素によりこれら業績見通しとは大きく異なる
結果となり得ることをご承知おきください。

実際の業績に影響を与える要素には、事業環境、経済情勢の悪化、法令
その他の関連する規制の動向、訴訟における不利な判決等がありますが、
これらに限定されるものではありません。

免責事項
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（単位：億円）
21/３期

１Q
22/３期

１Q
前年同期比

22/３期
通期計画

達成率

売上高
<旧TFM分除く前年同期比※1>

762.9※3 1,111.7 145.7％
<127.9%>

4,530.0 24.5％

売上総利益
（売上総利益率）

140.1
（18.4%）

185.8
（16.7％）

132.5％
（-1.7p）

763.0
(16.8%）

24.4％

販管費 117.2 153.8 131.2％ 629.0 24.5％

営業利益
（営業利益率）

22.9
（3.0％）

31.9
（2.9％）

139.2％
（-0.1p）

134.0
（3.0％）

23.9％

営業外損益
（カード退蔵益他）

27.3 16.7 61.2％ 50.0 33.5%

経常利益 50.3 48.7 96.8％ 184.0 26.5％

純利益※2 33.9 32.2 94.9％ 120.0 26.9%

販売台数 (万台)
<旧TFM分除く前年同期比※1>

58.6 102.9 175.4％
<151.9%>

※1.TFM：株式会社TFモバイルソリューションズ
※2.純利益：親会社株主に帰属する四半期純利益
※3.会計基準の見直しを遡求適用しております

売上、利益ともに順調
前年同期比で営業利益は大幅増（139％）。 退蔵益大幅減（▲11億円）は想定どおり。

2022年3月期１Q 連結決算概要
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91.3 
98.3 

85.0 
95.9 

58.6 

83.7 

98.0

117.3

102.9

20/3期
２Q

20/3期
３Q

携帯電話等販売台数 携帯電話等販売台数 推移

販売台数

21/３期
１Q

22/３期
１Q

前年同期比で販売台数は大幅増、コロナ禍以前の水準に回復

58.6

102.9

※ Wi-Fi 専用端末、MVNO含む

（万台）

20/3期
４Q

21/3期
１Q

21/3期
２Q

販売台数

※ Wi-Fi 専用端末、MVNO含む（万台）

20/3期
１Q

21/3期
３Q

販売台数（TFM※12020年11月～）

21/3期
４Q

※1：株式会社TFモバイルソリューションズ 2021年２月に吸収合併

全社販売台数

22/3期
１Q
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9.6 

17.2 

5.0 

3.7 

19.3 
11.2 

14.3

25.9

8.2

6.2

※ [ ] 内の数値はセグメント別構成比

21/３期
１Q

22/３期
１Q

21/３期
１Q

22/３期
１Q

売上高
純利益

614

950
72

85

76

75

21/３期
１Q

22/３期
１Q

営業利益

762

1,111

22.9

33.9
32.2

（億円）

[9.4%]
[10.0%]

[80.6%]

[6.8%]

[7.7%]

[85.5％]

[19.5%]

[81.2%]

[14.8%]

[56.8%]

[28.4%]

[11.7%]

[34.8%]

[53.5%]

（億円）

（億円）

[1.7%]
0.4

[62.5%]

31.9

▲0.2
[▲0.7%]

[35.8%]

モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他

連結売上高・営業利益・純利益
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モバイル事業
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53.1

95.5

（万台）

950

14.3

25.9

（億円）

売上高 営業利益

３度目の緊急事態宣言（2021年４月発令）の影響は軽微
旧TFM※1の店舗も貢献し増収増益

売上高・営業利益・純利益携帯電話等販売台数

※ Wi-Fi 専用端末、MVNO含む

21/３期 １Q 22/３期 １Q 21/３期 １Q 22/３期 １Q

614

純利益

9.6

17.2

モバイル事業 セグメント業績

※1：株式会社TFモバイルソリューションズ 2021年２月に吸収合併
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33(9)
25(23)

25(22)

ドコモ au SB YM UQ 楽天

1,208（406）

1,091 1,208 

186 
178 

552 
541 

16
14

1,941
1,845

キャリアショップ 併売店等 量販店

アクセサリーショップ

21/６末20/６末 20/６末 21/６末

1,091（348）
37(11)

44(4)

322(46)

375(99)

405(224)

47(5)

319(39)

378(99)

289(173)

※( )内は直営店数キャリアショップ数推移

販売拠点数推移

2020年11月 TFM
※1

子会社化により店舗数増加
※1：株式会社TFモバイルソリューションズ 2021年２月に吸収合併
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モバイル事業 トピックス

携帯電話販売代理店初※のマイクロバス移動携帯ショップ（※当社調べ）

➡出張販売・サービスを強化し、お客様との接点拡大を図る

移動携帯ショップ
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モバイル事業 トピックス

トヨタ コースターを改装
木目調のシンプルな内装

太陽光パネル、蓄電池装備
➡環境・災害にも対応

換気ファンを2台設置、
抗ウイルス・抗菌コーティングを実施

➡万全な感染症対策

快適性だけでなく、環境・災害・感染症にも配慮

移動携帯ショップ
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モバイル事業 トピックス

店舗投資

2021年６月25日 オープン
d garden 東久留米店

カフェを併設

移動携帯ショップによる出張販売・
相談会

2021年７月21日
綾町産業観光案内所

（宮崎県）
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ソリューション事業
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売上高・営業利益・四半期純利益

（億円）

売上高 営業利益

携帯電話等販売台数

5.5

7.3

（万台）

人員増・システム投資により減益も、概ね計画どおり
販売台数は堅調に推移

72

85

6.2
8.2

※ Wi-Fi 専用端末、MVNO含む

21/３期 １Q 22/３期 １Q 21/３期 １Q 22/３期 １Q

四半期純利益

3.7
5.0

ソリューション事業 セグメント業績
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movino star ID数

（万ID）

20/６末 21/６末

63.6
71.4

TG光 累計回線数（再卸含む）

ID数増加により、継続的な収入が増加

※ movino star…法人向け通信回線一括管理サービス

21/６末15/４末
（提供開始）

20/６末

順調に増加

ヘルプデスク ID数

20/６末 21/６末

28.9
34.1（万ID）

※⾮キャリア商材…movinostar、キッティング、ヘルプデスク、TG光など、 通信キャリア以外から仕入・提供している商材

非キャリア商材実績
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ソリューション事業 トピックス

オフィスと社員の自宅に
専用機器（Relay2）を

つなぐだけで、
オフィスと同じ

ネットワーク環境を構築

認知度向上により、さらなる拡販を図る

６/７～20
タクシー広告（都内）
６/21～７/４
TVCM（一部地域）

➡WEBサイトアクセス増

認知度
向上に
貢献

いえからオフィス
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決済サービス事業他
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前期1Qは全国規模の
外出自粛に伴う特需が大きく、

前年同期を下回る

ゲームや音楽・動画配信等の需要は
引き続き高い水準

決済サービス事業他 セグメント業績

売上高・営業利益・純利益 PIN・ギフトカード取扱高

アクセサリ卸売り販売にて一過性の費用等を計上
減収減益も、連結での利益は計画通り
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決済サービス事業他 トピックス

ヒューマンアカデミーと
女性eスポーツチーム

の共同運営開始

株式会社JCGとの

資本業務提携

女性eスポーツチーム

共同運営

株式会社JCG
eスポーツのオンライン大会
プラットフォームを提供する

日本最大のeスポーツプロバイダ

eスポーツイベント等
様々なビジネスモデルの

構築などに取り組む
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QUOカード発行高

発行高は引き続き堅調

※ QUOカードPayを含む

株式会社クオカード トピックス

取り組み

引き続き加盟店拡大に取り組む

●新規加盟企業（一部抜粋）

●キャンペーン

多彩なキャンペーン展開により
発行拡大に取り組む

ドトールコーヒー※

※キャンペーン終了済み

ふるさとプレミアム※
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株式会社TGパワー トピックス

BCP対策、再生可能エネルギー活用の促進により、
持続可能な社会の実現に貢献

当社直営
ドコモショップ

4店舗で
CO2排出量削減

実証実験

Tesla製蓄電池を導入
昼間に太陽光発電した電気を

夜間や災害時に使用
ドコモショップ八街店

再生可能エネルギーの
自家消費比率 10％ 向上

店舗全体での
CO2 排出量 50％

削減

●蓄電池導入による効果の見込み
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参考資料
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4,530.0

21/３期 通期
実績

22/３期 通期
計画

763.0

629.0

134.0

184.0

120.0

売上総利益

売上高

販管費

営業利益

純利益

経常利益

前期比（単位：億円）

+63.7

+70.2

▲6.5

▲14.0

▲10.4

+21.4
※1

50.0 ▲7.5営業外損益
（カード退蔵益他）

4,508.6

699.3

558.8

140.5

198.0

130.4

57.5

+0.5％
※1

+9.1％

+12.6％

▲4.6％

▲13.1％

▲7.1％

▲8.0％

※1. 会計基準変更を21/３期実績へ遡及適用した場合の前期比：+299億円、+7.1%

TFM統合効果の通年化もあり増収も、
退蔵益減、システム投資等により減益

2022年３月期 全社連結業績予想
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営業、会計、社内インフラを
刷新

１Q

２Q

３Q

４Q

1. 退蔵益

2. システム投資を中心とする全社施策

各四半期末に発行後5年目を
迎える未使用見込額

新規認識

過年度認識の見直し額

前期末までに発行後5年目を迎えた
未使用見込額に係る見直し額

【2021年３月期】 【2022年３月期】

●業務効率化
●分析高度化

②：約12億円減少
約15億円→約３億円

①

②

基幹システムへの投資などによる費用増：約7億円

１Q

２Q

３Q

４Q

± ±

１Q

１Q

①：ほぼ
変動なし

2022年３月期 全社連結業績予想（補足）
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●お客様応対方法の変化（改正法施行、新型
コロナ対策等）に対応。「価値提案」を強化

● 積極的な教育投資を実施→応対品質の向上
● 販売台数に応じた、さらなる生産性の向上
● 引き続き戦略的な店舗投資を実施
● 店舗での取り扱い商材の拡充
● 出張販売への取り組み強化→販売機会の創出

（億円）

売上高 純利益営業利益

19年10月：改正電気通信事業法（改正法）施行
20年３～５月：新型コロナの影響による

営業時間短縮・店舗休業
３月：５G商用サービス提供開始
４月：楽天モバイルMNO本格参入

21年３月：オンライン専用プラン提供開始
（ahamo、povo、LINEMO）

22年３月：KDDI 3G回線提供終了

■事業環境 引き続き大きく変化

モバイル事業 業績予想

■当社戦略
ショップの「存在価値」を高める

お客様満足度の向上
お客様との継続的な関係の強化

22/３期（計画）21/３期 実績

3,554 3,720

73.2 70.8

107.6109.8

モバイル事業 業績予想
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モバイル版LCM
※

サービスの拡充
＋

新事業領域の拡充（エッジコンピューティングなど）

モバイルだけでなく
ネットワーク・インフラ構築も含めた

ICT運用管理に係るトータルサポートの提供

● 顧客接点の強化と拡大
●「movino star」他、⾮キャリア商材推進
● 事業会社・出資先との連携強化
●「ＴＧ光」ビジネスの更なる拡大
● 営業基幹システム投資強化

（億円）

純利益営業利益売上高

●企業のICT高度化、働き方改革を背景とした
スマートデバイス導入企業の増加

●新型コロナウイルス感染症の影響による
テレワーク導入企業の増加

●新しい技術の拡がり（5G、AI、IoTなど)

ソリューション事業 業績予想

■当社戦略

■事業環境

22/３期（計画）21/３期 実績

323

437

19.3 21.0

32.033.5

※Life Cycle Management

ソリューション事業 業績予想
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決済サービス事業

海外事業

● PIN・ギフトカードの取扱高増加を図る
●コロナ禍での⾮ゲーム分野（デリバリー・動画など）

の伸びに対応し、新商材投入を図る
● 当社のデジタルコード配信サーバの活用し、

クオカード社と共同して法人向け販売を強化
●「QUOカードPay」の加盟店拡大、発行拡大に

引き続き取り組む

● 新型コロナの影響による制限があるなか、
シンガポールを中心とした、東南アジアでの
ビジネスを維持。ベトナムへの進出引き続き準備中

●ゲームを中心とした各種オンラインサービスなどの
需要が高く、ギフトカード、PIN販売が好調

●在宅勤務関連の商材（USBケーブル、
イヤホンマイク等）需要高まる

●5G商用サービススタートでeスポーツに注目
●企業のESG対応が進む

その他事業
●eスポーツ、ICT教室、再生可能エネルギー電力

事業など新ビジネスの確立

■事業環境

■当社戦略

決済サービス事業他 業績予想

【参考情報】
決済サービス事業他
（当社単体）

※ 子会社配当金を除く。

会計基準変更を
前期に遡及適用した場合、

前期比＋21億円

決済サービス事業他 業績予想
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43.00

52.00
55.00

75.0075.0075.00

配当性向

138.11

172.62
182.34

248.40
226.59234.01

● 年間配当金：75円/株 （中間配当金：37.5円/株、期末配当金：37.5円/株）

配当性向30％以上を目処として利益還元を実施

215.3

22/3期
（予想）

75.00

22/3期
（予想）

１株当たり配当額

31.1%
30.1% 30.2% 30.2%

33.1%
32.1%

34.8%

20/3期18/3期 19/3期17/3期16/3期 20/3期18/3期 19/3期17/3期16/3期

（円）
（円）

※22/３期（予想）の１株当たり当期純利益および配当性向は、22/３期末における期中平均株式数（予想）に基づき算出

⚫ １株当たり当期純利益 ⚫ １株当たり配当額と配当性向

※ ※

22/３期 配当予想

配当の基本方針

21/3期 21/3期

株主還元策
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通期（単位：%） 16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期

自己資本比率 41.7% 39.0% 22.8% 26.1% 30.4% 27.4%

自己資本当期純利益率

（ROE)
29.3% 29.7％ 30.9％ 33.3％ 24.8％ 21.9％

投下資本利益率
（ROIC）

17.3% 17.6% 20.3% 22.0% 17.9 ％ 13.8 ％※１

売上高営業利益率 2.5％ 2.6％ 2.6% 2.9% 2.9% 3.1%※2

純資産配当率

（DOE）
9.1％ 9.9％ 9.3％ 10.0％ 8.2％ 7.0％

※１ 21/３期は、新型コロナの影響に備えた資金の確保と大型M&Aのための長期借入により、負債増。
※２ 22/３期から適用となる会計基準の変更を21/３期に遡求適用しております。

主要財務指標の推移
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企業理念
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